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トップ 関係法令 国家公務員関係法令等

平成２６年人事院公示第２２号（人事院規則８―１８（採用試験）第３条第４項、第４条

第２項及び第３項、第６条第１項及び第２項第１号並びに第８条第３項の規定に基づき、

経験者採用試験である採用試験の種類ごとの名称、区分試験及びその対象となる官職、試

験種目及びその出題分野並びに受験資格に関し、決定した件）

（平成２６年８月１日）

最終改正：令和７年３月１４日人事院公示第５号

人事院は、人事院規則８―１８（採用試験）第３条第４項、第４条第２項及び第３項、

第６条第１項及び第２項第１号並びに第８条第３項の規定に基づき、経験者採用試験であ

る採用試験の種類ごとの名称、区分試験及びその対象となる官職、試験種目及びその出題

分野並びに受験資格に関し、次のとおり決定した。

１　人事院規則８―１８（採用試験）（以下「規則」という。）第３条第４項の人事院が定

める名称は、次の各号に掲げる経験者採用試験である採用試験の種類（以下単に「種類」

という。）に応じ、それぞれ当該各号に定める名称とする。

　一　経験者採用試験の対象官職及び種類並びに採用試験の種類ごとに求められる知識及

び能力等に関する内閣官房令（平成２６年内閣官房令第３号。以下「内閣官房令」と

いう。）第２条第１号に掲げる官職を対象とし、内閣官房令第３条に規定する大卒程度

の者に対して行う採用試験　経験者採用試験（係長級（事務））

　二　内閣官房令第２条第２号に掲げる官職を対象とし、内閣官房令第３条に規定する大

卒程度の者に対して行う採用試験   総務省経験者採用試験（係長級（技術））

　三　内閣官房令第２条第３号に掲げる官職を対象とし、内閣官房令第３条に規定する大

卒程度の者に対して行う採用試験　外務省経験者採用試験（書記官級）

　四　内閣官房令第２条第４号に掲げる官職を対象とし、内閣官房令第３条に規定する大

卒程度の者に対して行う採用試験　国税庁経験者採用試験（国税調査官級）

　五　内閣官房令第２条第５号に掲げる官職を対象とし、内閣官房令第３条に規定する大

卒程度の者に対して行う採用試験　農林水産省経験者採用試験（係長級（技術））

　六　内閣官房令第２条第６号に掲げる官職を対象とし、内閣官房令第３条に規定する大

卒程度の者に対して行う採用試験　国土交通省経験者採用試験（係長級（技術））

　七　内閣官房令第２条第７号に掲げる官職を対象とし、内閣官房令第３条に規定する大

卒程度の者に対して行う採用試験　気象庁経験者採用試験（係長級（技術））

２　規則第４条第２項の規定に基づき、経験者採用試験である採用試験のうち別表第１の

種類ごとの名称欄に掲げる採用試験を、同表の区分試験欄に掲げる採用試験に区分す

る。

３　規則第４条第３項の規定に基づき、前項の規定により区分された採用試験（以下「区

分試験」という。）の対象となる官職は、別表第１の区分試験の対象となる官職欄に掲げ

るとおりとする。　
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４　規則第６条第１項の人事院が定める方法は、経験者採用試験である採用試験（第２項

の規定により区分された採用試験にあっては、区分試験）ごとに別表第２の試験種目欄

に掲げるとおりとする。

５　前項の規定により別表第２の試験種目欄に掲げられた試験種目のうち規則第６条第２

項第１号に掲げる試験種目に係る同号の人事院が定める出題分野は、別表第３の出題分

野欄に掲げるとおりとする。

６　規則第８条第３項の規定に基づき、経験者採用試験である採用試験の受験資格は、そ

の採用試験（第２項の規定により区分された採用試験にあっては、区分試験）ごとに別

表第４の受験資格欄に掲げるとおりとする。

７　この決定は、平成２６年８月１日から効力を発生する。

別表第１

種類ごとの名称 区分試験 区分試験の対象となる官職

経験者採用試験

（係長級（事務））

府省合同Ａ
　内閣官房令第２条第１号（同号イに係る部分

に限る。）に掲げる官職

府省合同Ｂ
　内閣官房令第２条第１号（同号ロに係る部分

に限る。）に掲げる官職

国土交通省経験者

採用試験（係長級

（技術））

本省

　内閣官房令第２条第６号（同号イに係る部分

に限る。）に掲げる官職のうち、国土交通省の内

部部局（本省に置かれる職を含む。）における主

として都市計画及び都市計画事業、下水道、河

川等の整備及び管理、砂防、道路の整備及び管

理、住宅の供給、建築物の質の向上、道路運送

車両の安全の確保及び道路運送車両に係る環境

の保全、船舶の安全の確保、港湾等の整備及び

管理、航空運送及び航空に関する事業の発達、

改善及び調整、航空機の安全の確保、空港等の

管理に関連する環境対策、官公庁施設の整備及

び官公庁施設に関する指導等に関する事務に従

事することを職務とする官職

国土地理院

　内閣官房令第２条第６号（同号ロに係る部分

に限る。）に掲げる官職のうち、国土地理院にお

ける主として土地の測量及び地図の調製に関す

る事務に従事することを職務とする官職

地方整備局‧北

海道開発局

　内閣官房令第２条第６号（同号ロに係る部分

に限る。）に掲げる官職のうち、地方整備局若し

くは北海道開発局における主として河川等、道

路若しくは港湾等の整備及び管理、官公庁施設

の整備及び官公庁施設に関する指導等に関する

事務又は北海道開発局における主として農地の

保全等に関する事務に従事することを職務とす

る官職

別表第２　　　　　　　



種類ごとの名称 区分試験 試　験　種　目

経験者採用試験（係

長級（事務））

府省合同Ａ
　基礎能力試験、経験論文試験、政策課題討議

試験及び人物試験

府省合同Ｂ 　基礎能力試験、経験論文試験及び人物試験

総務省経験者採用試

験（係長級（技術））

　基礎能力試験、経験論文試験、人物試験及び

総合評価面接試験

外務省経験者採用試

験（書記官級）

　基礎能力試験、外国語試験（記述式）、外国

語試験（面接）、経験論文試験、人物試験及び

総合評価面接試験

国税庁経験者採用試

験（国税調査官級）

　基礎能力試験、経験論文試験、人物試験及び

総合評価面接試験

農林水産省経験者採

用試験（係長級（技

術））

　基礎能力試験、経験論文試験、政策課題討議

試験、人物試験及び総合評価面接試験

国土交通省経験者採

用試験（係長級（技

術））

本省
　基礎能力試験、経験論文試験、政策課題討議

試験、人物試験及び総合評価面接試験

国土地理院　
　基礎能力試験、経験論文試験、人物試験及び

総合評価面接試験

地方整備局‧

北海道開発局

　基礎能力試験、経験論文試験、人物試験及び

総合評価面接試験

気象庁経験者採用試

験（係長級（技術））

基礎能力試験、経験論文試験、人物試験及び

総合評価面接試験

別表第３

種類ごとの名称 試験種目 出　題　分　野

外務省経験者採用試

験（書記官級）

外国語試験

（記述式）

　英語、フランス語、ドイツ語、ロシア語、ス

ペイン語、ポルトガル語、アラビア語、ペルシ

ャ語、トルコ語、タイ語、ベトナム語、インド

ネシア語、中国語及び朝鮮語のうち、受験者の

選択する１か国語

外国語試験

（面接）

　英語、フランス語、ドイツ語、ロシア語、ス

ペイン語、ポルトガル語、アラビア語、ペルシ

ャ語、トルコ語、タイ語、ベトナム語、インド

ネシア語、中国語及び朝鮮語のうち、受験者の

選択する１か国語



別表第４　　　　

種類ごとの名称 区分試験 受　験　資　格

経験者採用試験（係

長級（事務））

府省合同Ａ

　規則第１９条の規定により告知された当該採

用試験の規則第２４条に規定する最終の合格者

を発表する日の属する年度（４月１日から翌年

の３月３１日までをいう。）（以下「試験年度」

という。）の４月１日において、学校教育法

（昭和２２年法律第２６号）に基づく大学（短

期大学を除き、同法第１０４条第７項第２号の

規定により大学に相当する教育を行うものとし

て認められた課程を置く教育施設を含む。）若

しくはこれに相当する外国の大学（これに準ず

る教育施設を含む。）（以下「大学等」という。）

を卒業した日又は同法に基づく大学の大学院の

課程（同号の規定により大学院の課程に相当す

る教育を行うものとして認められたものを含

む。）若しくはこれに相当する外国の大学（こ

れに準ずる教育施設を含む。）の課程（以下

「大学院の課程等」という。）を修了した日の

うち最も古い日から起算して２年を経過した者

府省合同Ｂ 　試験年度の４月１日において、次の各号のい

ずれかに掲げる日から起算して当該各号に定め

る期間を経過した者

一　学校教育法に定める義務教育を終了した日

１４年

二　学校教育法に基づく高等学校又は中等教育

学校を卒業した日　１１年

三　学校教育法に基づく高等専門学校の第３学

年の課程を修了した日　１１年

四　学校教育法第９０条第２項の規定に基づき

大学に入学した日　１１年

五　学校教育法施行規則（昭和２２年文部省令

第１１号）第１５０条第２号の規定に基づき文

部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有

するものとして認定した在外教育施設の当該課

程を修了した日　１１年

六　学校教育法に基づく専修学校の高等課程の

うち、学校教育法施行規則第１５０条第３号の

規定に基づき文部科学大臣が指定した課程を修

了した日（同号の規定に基づき文部科学大臣が

定める日以後に修了した場合に限る。）　１１年

七　高等学校卒業程度認定試験規則（平成１７

年文部科学省令第１号）に規定する高等学校卒

業程度認定試験の合格者となった日　１１年

八　外国において学校教育における１２年の課

程を修了した日　１１年



九　昭和２３年文部省告示第４７号第２０号か

ら第２３号までに規定する資格を取得した日

１１年

十　昭和２３年文部省告示第４７号第２４号に

規定する教育施設又はこれに準ずるものに置か

れる１２年の課程を修了した日　１１年

十一　昭和５６年文部省告示第１５３号第１号

に規定する検定に合格した日又は同告示第２号

から第５号までに規定する課程を修了した日

１１年

十二　学校教育法に基づく短期大学、高等専門

学校、高等学校の専攻科の課程（同法第５８条

の２の文部科学大臣の定める基準を満たすもの

に限る。）又は専修学校の専門課程（同法第１

３２条の文部科学大臣の定める基準を満たすも

のに限る。）（以下「短期大学等」という。）を

修了した日　９年

十三　学校教育法に基づく専門職大学の前期課

程を修了した日　９年

十四　学校教育法施行規則第１５５条第２項第

５号から第７号までに規定する課程を修了した

日　９年

十五　大学等を卒業した日　７年

十六　学校教育法第１０２条第２項の規定に基

づき大学院に入学した日　７年

十七　学校教育法第１０４条第７項第１号の規

定に基づき学士の学位を授与された日　７年

十八　学校教育法に基づく専修学校の専門課程

のうち、学校教育法施行規則第１５５条第１項

第５号の規定に基づき文部科学大臣が指定した

課程を修了した日（同号の規定に基づき文部科

学大臣が定める日以後に修了した場合に限る。）

７年

十九　大学院の課程等を修了した日　５年

総務省経験者採用試

験（係長級（技術））

　 試験年度の４月１日において、次の各号のい

ずれかに該当する日（二以上あるときは、当該

日のうち最も古い日）から起算して１２年を経

過した者で、短期大学等、大学等、大学院の課

程等、第一号、第四号、第五号、第七号、第九

号若しくは第十号に規定する学校若しくは課

程、職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６

４号）第１６条第１項若しくは第２項の規定に

基づき国若しくは都道府県が設置した職業能力

開発短期大学校の専門課程若しくは職業能力開

発大学校の専門課程若しくは応用課程又は同法

第２７条に規定する職業能力開発総合大学校の

特定専門課程若しくは特定応用課程に在学して

電気、電子、通信、情報工学、機械、物理又は



化学に関する課程を修めて卒業又は修了したも

の

一　学校教育法に基づく高等学校又は中等教育

学校を卒業した日

二　学校教育法に基づく高等専門学校の第３学

年の課程を修了した日

三　学校教育法第９０条第２項の規定に基づき

大学に入学した日

四　学校教育法施行規則第１５０条第２号の規

定に基づき文部科学大臣が高等学校の課程と同

等の課程を有するものとして認定した在外教育

施設の当該課程を修了した日

五　学校教育法に基づく専修学校の高等課程の

うち、学校教育法施行規則第１５０条第３号の

規定に基づき文部科学大臣が指定した課程を修

了した日（同号の規定に基づき文部科学大臣が

定める日以後に修了した場合に限る。）

六　高等学校卒業程度認定試験規則に規定する

高等学校卒業程度認定試験の合格者となった日

七　外国において学校教育における１２年の課

程を修了した日

八　昭和２３年文部省告示第４７号第２０号か

ら第２３号までに規定する資格を取得した日

九　昭和２３年文部省告示第４７号第２４号に

規定する教育施設又はこれに準ずるものに置か

れる１２年の課程を修了した日

十　昭和５６年文部省告示第１５３号第１号に

規定する検定に合格した日又は同告示第２号か

ら第５号までに規定する課程を修了した日

外務省経験者採用試

験（書記官級）

　試験年度の４月１日において、大学等を卒業

した日又は大学院の課程等を修了した日のうち

最も古い日から起算して９年を経過した者

国税庁経験者採用試

験（国税調査官級）

　試験年度の４月１日において、大学等を卒業

した日又は大学院の課程等を修了した日のうち

最も古い日から起算して８年を経過した者

農林水産省経験者採

用試験（係長級（技

術））

　試験年度の４月１日において、大学等を卒業

した日又は大学院の課程等を修了した日のうち

最も古い日から起算して３年を経過した者

国土交通省経験者採

用試験（係長級（技

術））

本省 　試験年度の４月１日において、大学等を卒業

した日又は大学院の課程等を修了した日のうち

最も古い日から起算して２年を経過した者で、

これらの大学等又は大学院の課程等に在学して

計測、制御、情報工学、電気、電子、通信、機

械、航空、土木、建築、材料工学、造船工学、



農業農村工学、林学、砂防又は造園に関する課

程を修めて卒業又は修了したもの

国土地理院

　試験年度の４月１日において、大学等を卒業

した日又は大学院の課程等を修了した日のうち

最も古い日から起算して７年を経過した者で、

これらの大学等又は大学院の課程等に在学して

電気、電子、通信、情報工学、土木、物理、地

球科学、農業農村工学又は林学に関する課程を

修めて卒業又は修了し、かつ、測量法（昭和２

４年法律第１８８号）第４９条第１項に規定す

る測量士の登録を受けているもの



地方整備局‧

北海道開発局

　試験年度の４月１日において、次の各号のい

ずれかに該当する日（二以上あるときは、当該

日のうち最も古い日）から起算して１１年を経

過した者で、短期大学等、大学等、大学院の課

程等又は第一号、第四号、第五号、第七号、第

九号若しくは第十号に規定する学校若しくは課

程に在学して電気、機械、土木、建築又は農業

農村工学に関する課程を修めて卒業又は修了し

たもの

一　学校教育法に基づく高等学校又は中等教育

学校を卒業した日

二　学校教育法に基づく高等専門学校の第３学

年の課程を修了した日

三　学校教育法第９０条第２項の規定に基づき

大学に入学した日

四　学校教育法施行規則第１５０条第２号の規

定に基づき文部科学大臣が高等学校の課程と同

等の課程を有するものとして認定した在外教育

施設の当該課程を修了した日

五　学校教育法に基づく専修学校の高等課程の

うち、学校教育法施行規則第１５０条第３号の

規定に基づき文部科学大臣が指定した課程を修

了した日（同号の規定に基づき文部科学大臣が

定める日以後に修了した場合に限る。）

六　高等学校卒業程度認定試験規則に規定する

高等学校卒業程度認定試験の合格者となった日

七　外国において学校教育における１２年の課

程を修了した日

八　昭和２３年文部省告示第４７号第２０号か

ら第２３号までに規定する資格を取得した日

九　昭和２３年文部省告示第４７号第２４号に

規定する教育施設又はこれに準ずるものに置か

れる１２年の課程を修了した日

十　昭和５６年文部省告示第１５３号第１号に

規定する検定に合格した日又は同告示第２号か

ら第５号までに規定する課程を修了した日

気象庁経験者採用試

験（係長級（技術））

試験年度の４月１日において、大学等を卒業

した日又は大学院の課程等を修了した日のうち

最も古い日から起算して８年を経過した者で、

これらの大学等又は大学院の課程等に在学して

電気、電子、通信、情報工学、土木、物理、地

球科学又は化学に関する課程を修めて卒業又は

修了したもの



公式SNS

Instagram X(旧Twitter) Youtube スレッズ

サイトマップ 人事院HPプライバシーポリシー

Microsoft365利用に係るプライバシーポリシー

人事院ソーシャルメディア運用方針 ウェブアクセシビリティについて 利用規約‧リンク‧著作権

ご意見等

〒100-8913 東京都千代田区霞が関1-2-3　（地図）

電話番号：03-3581-5311（代表）　法人番号200001201000

2 Copyright 2024 National Personnel Authority

https://www.jinji.go.jp/kouho_houdo/sns/instagramiciran.html
https://www.jinji.go.jp/kouho_houdo/sns/twittericiran.html
https://www.jinji.go.jp/kouho_houdo/sns/dougaiciran.html
https://www.jinji.go.jp/kouho_houdo/sns/threadsiciran.html
https://www.jinji.go.jp/sitemap.html
https://www.jinji.go.jp/shinsei/privacypolicy.html
https://www.jinji.go.jp/policy/m365_privacy.html
https://www.jinji.go.jp/kouho_houdo/sns/policy.html
https://www.jinji.go.jp/shinsei/accessibility.html
https://www.jinji.go.jp/shinsei/notice.html
https://www.jinji.go.jp/contact/consultation/goiken.html
https://www.jinji.go.jp/syoukai/map.html

